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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

  いない。 

 ２ 売上高には、消費税等を含んでいない。 

 ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第84期

会計期間
平成20年４月１日から
平成20年６月30日まで

平成19年４月１日から 
平成20年３月31日まで

売上高(営業収益) (百万円) 343,456 1,482,351 

経常利益 (百万円) 1,280 72,372 

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,477 41,726 

純資産額 (百万円) 1,081,200 1,084,212 

総資産額 (百万円) 4,055,719 4,059,775 

１株当たり純資産額 (円) 2,248.67 2,255.17 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 7.35 88.19 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) － － 

自己資本比率 (％) 26.2 26.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 21,720 267,510 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △77,682 △233,586 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 41,447 △26,370 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 44,326 58,766 

従業員数 (人) 19,416 18,860 
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(注) １ ◎印を会社名の後に付した会社は、当第１四半期連結会計期間において、連結範囲及び持分法の適用の異  

     動があった会社である。     

   ２ 西日本環境エネルギー㈱は西日本環境建設㈱を、九州通信ネットワーク㈱は九州ネットワークサービス㈱ 

     を、平成20年４月１日付で吸収合併している。 

   ３ 九電不動産㈱は、平成20年４月１日付で森林都市㈱から名称を変更している。 

  

当第１四半期連結会計期間において、新たに提出会社の持分法適用非連結子会社となった会社は以下の

とおりである。 

 
(注) １ 特定子会社に該当しない。      

   ２ 有価証券報告書提出会社ではない。 

   ３ 議決権の所有割合欄の( )内は、間接所有割合で内数である。 

  

また、西日本環境エネルギー株式会社は西日本環境建設株式会社を、九州通信ネットワーク株式会社は

九州ネットワークサービス株式会社を、平成20年４月１日付で吸収合併している。 

  

(1) 連結会社の状況 

                                          平成20年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数(当社グループ(当社及び連結子会社)からグループ外への出向者を除き、グループ外か 

    ら当社グループへの出向者を含む。)を記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

                                          平成20年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)を記載している。

  

  

３ 【関係会社の状況】

名  称 住  所
資本金 
(百万円)

主要な事業内容
議決権の
所有割合 
(％)

関 係 内 容

日本エフ・アール・ピー株
式会社 

大阪市 
中央区 

30 
強化プラスチックの設計
製作、修理、設置 

65.0 
 (65.0)

役員の兼任等…無 

ニシダテクノサービス株式
会社 

熊本県 
宇土市 

20 
水門、堰設備の保守点
検、整備、設計、製作及
び施工 

65.0 
(65.0)

役員の兼任等…無 

４ 【従業員の状況】

従業員数(人) １９,４１６

従業員数(人) １１,７４４
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第２ 【事業の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の事業内容は、電気事業が大部分を占め、電気事業以外の事業の生

産、受注及び販売の状況は、グループ全体からみて重要性が小さい。また、電気事業以外の事業について

は、受注生産形態をとらない業種が多いため、生産及び受注の状況を金額あるいは数量で示すことはして

いない。このため、以下では、電気事業の生産及び販売の状況を当社個別の実績によって示している。 

 なお、当社は通常の営業形態として、夏季及び冬季に需要が高まることから、四半期毎の生産及び販売

には季節的変動がある。 

  

(1) 需給実績 
  

 
         (注) １ 他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。 

         ２ 揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。 

         ３ 販売電力量の中には自社事業用電力量(33百万kＷh)を含んでいる。 

         ４ 出水率は、昭和52年度第1四半期から平成18年度第1四半期までの第1四半期の30か年 

         平均に対する比である。 

  

１ 【生産及び販売の状況】

種        別
当第１四半期会計期間 
(平成20年４月１日から 
  平成20年６月30日まで)

発 
  
受 
  
電 
  
電 
  
力 
  
量

自 
  
社

 水力発電電力量  (百万kＷh) １,２１３

 火力発電電力量  (百万kＷh) ８,４７８

 原子力発電電力量 (百万kＷh) ８,５８４

 他社受電電力量     (百万kＷh)
３,９３１ 
△３３７

 融通電力量       (百万kＷh)
６ 

△９

 揚水発電所の揚水用電力量 (百万kＷh) △１３９

   合     計   (百万kＷh) ２１,７２７

 損失電力量等           (百万kＷh) １,６５４

 販売電力量          (百万kＷh) ２０,０７３

 出水率            (％) ９８.６
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(2) 販売実績 

ア 契約高 

  

 
         (注) 本表には特定規模需要を含み、他社販売を含まない。 

  

イ 販売電力量及び料金収入 

  

 
         (注) １ 本表には特定規模需要を含む。 

         ２ 他社販売は戸畑共同火力㈱、大分共同火力㈱等への販売である。 

     ３ 本表には、下記の電力会社融通（送電分）電力量及び同販売電力料を含まない。 

     ４ 上記の記載金額には消費税等を含んでいない。 

  

 
         (注) 上記の記載金額には消費税等を含んでいない。 

  

種     別
当第１四半期会計期間末 
(平成20年６月30日)

 契約口数

電灯 ７,４６１,７９４

電力 １,０４０,７０６

計 ８,５０２,５００

 契約電力(千kＷ)

電灯 ２５,７６２

電力 ２２,２３７

計 ４７,９９９

種     別
当第１四半期会計期間 
(平成20年４月１日から 
  平成20年６月30日まで)

 販売電力量(百万kＷh)

電灯 ６,３９８

電力 １３,６７５

計 ２０,０７３

再 一般需要 １３,７２２

掲 大口電力 ６,３５１

他社販売 ３３５

 料金収入(百万円)

電灯 １２６,１５９

電力 １８２,７７５

計 ３０８,９３４

他社販売 ３,０９７

当第１四半期会計期間 
(平成20年４月１日から 
  平成20年６月30日まで)

 融通電力量(百万kＷh) ９

 同上販売電力料(百万円) １４６
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ウ 産業別(大口電力)需要実績 

  

 
  
  

該当事項なし。 

  

種       別

当第１四半期会計期間 
(平成20年４月１日から 
  平成20年６月30日まで)

販売電力量(百万kＷh)

鉱 
  
  
  
  
工 
  
  
  
  
業

鉱           業 ４２

製 
  
  
  
造 
  
  
  
業

食    料   品 ５３７

繊  維  工  業 ４５

パルプ・紙・紙加工品 １３２

化  学  工  業 ７０１

ゴ  ム  製  品 １３７

窯  業  土  石 ３０２

鉄    鋼   業 ７６６

非  鉄  金  属 ４６０

機  械  器  具 １,９２５

そ    の   他 ４８３

計 ５,４８８

計 ５,５３０

そ 
  
の 
  
他

鉄     道     業 ２５１

そ     の     他 ５７０

計 ８２１

合         計 ６,３５１

２ 【経営上の重要な契約等】

─ 7 ─



(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰や、米国経済減速の影響

などから、景気回復の足踏み感が強まった。 

 このような経済情勢のもとで、当第１四半期連結会計期間の連結収支については、主に電気事業の業

績の影響により、売上高(営業収益)は3,434億円、経常収益は3,460億円、経常費用は3,447億円、経常

利益は12億円となった。 

 また、有価証券売却益54億円を特別利益に計上したことから、四半期純利益は34億円となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績(セグメント間の内部取引消去前)は、次のとおりである。 

  

 
      (注) 「電気事業」は、当社事業から附帯事業を除いたものである。 

  

① 電気事業 

販売電力量については、電灯、業務用電力などの一般需要は、検針期間が前年に比べ短かったこ

となどから、前年同四半期に比べ0.8％の減少となった。また、大口産業用需要は、輸送用機械や化

学、非鉄金属などで生産が堅調に推移したことなどから3.2％の増加となった。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の総販売電力量は、200億７千万kＷhとなり、前年同四半期

に比べ0.4％の増加となった。 

 売上高は、販売電力量の増加や燃料費調整制度により、電灯電力料が増加したことなどから3,154

億円となった。営業利益は、燃料価格の高騰などにより、燃料費や購入電力料が増加したことなど

から79億円となった。 

  

② エネルギー関連事業 

売上高は、前年第２四半期連結会計期間末に連結子会社が２社増加したことなどにより321億円と

なった。営業利益は、原子力発電所補修工事の完成高の減少などにより10億円となった。 

  

③ 情報通信事業 

売上高は、電気通信機器の販売収入の増加やブロードバンドサービスの利用回線数の増加などに

より204億円となった。一方、営業費用は209億円となり、営業利益は５億円の損失となった。 

  

④ その他の事業 

売上高は、建築請負工事の完成高の増加などにより59億円となった。営業利益は、賃貸用ビルの

建て替えに伴う費用が増加したことなどにより４億円となった。 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

当第１四半期連結会計期間

(平成20年４月１日から 

平成20年６月30日まで) 

金額(百万円)

電気事業 
売 上 高 ３１５,４８８ 

営業利益 ７,９２８ 

エネルギー関連事業 
売 上 高 ３２,１３７ 

営業利益 １,０１６ 

情報通信事業 
売 上 高 ２０,４１８ 

営業利益 △５２５ 

その他の事業 
売 上 高 ５,９００ 

営業利益 ４１７ 
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当社グループの主たる事業である電気事業においては、通常の営業形態として、売上高は、夏季及

び冬季に需要が高まることから、第２・４四半期連結会計期間において大きくなる傾向にあること

や、営業費用は、発電所の修繕工事の完了時期による影響を受けることなどから、四半期毎の業績に

変動がある。 

  

(注) 上記の記載金額には消費税等を含んでいない。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、電気事業において燃料費や購入電力料が増加したことなど

により217億円の収入となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の増加などにより776億円の支出となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、414億円の収入となった。 

以上により、当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比

べ144億円減少し443億円となった。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当社は、「ずっと先まで、明るくしたい。」をブランド・メッセージとする「九州電力の思い」の

もと、これからも電気を安定的かつ効率的にお客さまにお届けし、お客さまの生活や社会に貢献して

いくため、以下のような諸課題に積極的に取り組んでいく。  

  

〇 電力の安定供給と地球環境問題への取り組み  

 お客さまに安定して電気をお届けできるよう、エネルギーセキュリティの確保、ＣＯ2排出抑

制などの地球環境問題への対応、経済性などを総合的に勘案し、原子力を中核としたバランスの

とれた電源開発を推進していくとともに、設備の整備や運転・保全技術の向上などにより、供給

信頼度の維持に努めていく。  

 特に、原子力発電については、耐震安全性の確保など安全・安定運転を徹底するとともに、積

極的な情報公開や分かりやすい説明に努める。また、次期原子力開発を目指した川内原子力発電

所地点での環境調査を進めるとともに、2010年度までを目途に玄海原子力発電所３号機において

プルサーマルを実施する計画を進めていく。  

 さらに、再生可能エネルギーについても、地球環境問題への対応や国産エネルギー活用の観点

から、風力・太陽光・水力・地熱などの積極的な開発や導入の拡大に取り組んでいく。  

 

〇 お客さまニーズに基づいた事業展開  

 お客さまにムダなく電気を上手に使っていただき、快適で環境にやさしい生活をお送りいただ

く「省エネ快適ライフ」をおすすめするとともに、グループの総合力を活用しつつ、お客さまの

多様なニーズや課題に対する解決策を提案するトータルソリューション営業を推進していく。  

 また、お客さまの声やニーズの積極的な収集に努め、今後ともお客さまサービスの向上に取り

組んでいく。  

 さらに、エネルギーをコアとした事業開発の推進や、自治体と連携した企業誘致、環境保全や

コスト低減などに関する技術開発の推進などに取り組んでいく。  

 

〇 経営効率化への取り組み  

 安全性・供給信頼度の維持との両立を図りつつ、効率的な設備形成や保全、設備運用の効率

化、資機材・燃料調達コストの低減などに取り組んでいく。  

 また、ＩＴを活用した業務プロセス改革など、業務運営の更なる効率化と労働生産性の向上に

努めていく。  

 

─ 9 ─



〇 企業の社会的責任(ＣＳＲ)への取り組み  

 企業の社会的責任への取り組みについては、「ＣＳＲ推進会議」を中心に、法令や企業倫理に

則った透明性の高い公正な事業活動を徹底することはもとより、社会を構成する企業市民とし

て、環境経営や地域・社会との共生に向けた諸活動をグループ一体となって推進していく。 

 また、ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションを充実させ、その声を経営に活かし

ていく。  

 

〇 組織能力の向上を目指した取り組み  

 経営環境の変化に的確に対応し、会社経営の健全性を確保するため、内部統制体制の継続的な

整備に努めるとともに、お客さまの視点に立った経営品質の向上や、継続的な改善・改革を実践

する企業風土の醸成、リスク管理の徹底、グループ経営基盤の強化などに取り組んでいく。  

 また、従業員一人ひとりの能力を向上させ、最大限に発揮できる取り組みを推進するととも

に、グループとしての技術力の維持・向上に努めていく。  

 

〇 経営方針の見直し  

 グループを取りまく経営環境は、中国・インドなどの需要増大を背景とした燃料価格の高騰や

地球環境問題の高まりなど、大きく変化している。  

 こうした環境変化を踏まえて、現在、平成21年度をスタートとする新たな経営方針を検討して

いるところである。  

  

なお、平成18年４月の電気料金見直し以降における効率化の進展及び想定を上回る需要の増加など

により、販売電力量あたりの設備関係費などは減少しているが、その一方で、今年に入り燃料価格が

急激に上昇している状況を踏まえ、本年９月から電気料金の見直しを行うこととした。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の当社グループの研究開発費は1,830百万円である。 
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第３ 【設備の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はな

い。 

  

  

 (1) 主要な設備の状況

 (2) 設備の新設、除却等の計画
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

      該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項なし。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

      大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握し  
  ていない。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 474,183,951 474,183,951

東京証券取引所 

 （市場第一部） 

大阪証券取引所 

 （市場第一部） 

福岡証券取引所

―

計 474,183,951 474,183,951 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年４月１日～ 
平成20年６月30日 

― 474,184 ― 237,304 ― 31,087
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(6) 【議決権の状況】 

   当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載する   
  ことができないので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載している。  

① 【発行済株式】 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ 
     ぞれ6,800株(議決権68個)及び36株含まれている。 
   ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。 
      自己株式   ：九州電力株式会社             66株 
      相互保有株式 ：誠新産業株式会社             90株 
              株式会社福岡放送             76株 
              西技工業株式会社             72株 
              株式会社九電工              53株 

  

② 【自己株式等】 

平成20年６月30日現在 

 
(注) このほか、株主名義では当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が200株(議決権２個)ある。 
     なお、当該株式は、①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式の中に含めている。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式) 

 普通株式       710,300 
― ― 

 (相互保有株式) 

 普通株式      1,011,600 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
 普通株式 
          470,109,200 4,701,092

― 

単元未満株式 
 普通株式 
           2,352,851 ― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 
         474,183,951

― ―

総株主の議決権 ―
4,701,092

―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

 (自己保有株式)

九州電力株式会社 
福岡市中央区渡辺通
 二丁目１番82号

710,300 ― 710,300 0.15

 (相互保有株式)

株式会社九電工 
福岡市南区那の川
 一丁目23番35号 724,800 ― 724,800 0.15

西技工業株式会社 
福岡市中央区渡辺通
 二丁目９番22号 81,200 ― 81,200 0.02

誠新産業株式会社 
福岡市中央区薬院
 二丁目19番28号 79,300 ― 79,300 0.02

株式会社キューヘン 
福岡県福津市 
 花見が浜二丁目１番１号 77,000 ― 77,000 0.02

株式会社福岡放送 
福岡市中央区清川
 二丁目22番８号 35,300 ― 35,300 0.01

株式会社エフ・オー・デー 
福岡市中央区渡辺通
 二丁目１番82号 14,000 ― 14,000 0.00

計 ― 1,721,900 ― 1,721,900 0.36
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 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  
    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 
  

  

  

  

２ 【株価の推移】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高(円) 2,580 2,370 2,305

最低(円) 2,345 2,140 2,075

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則」(平成19年８月10日内閣府令第64号、以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠し、

「電気事業会計規則」(昭和40年６月15日通商産業省令第57号)に準じている。 

 なお、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附

則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に準拠して作成している。

  

２ 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)の四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツの四半期レビューを

受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

固定資産 3,766,507 3,772,773

電気事業固定資産 ※1, ※2  2,560,174 ※1, ※2  2,581,653

水力発電設備 323,537 327,712

汽力発電設備 284,242 292,116

原子力発電設備 235,255 241,080

内燃力発電設備 25,498 23,299

送電設備 686,930 689,600

変電設備 257,172 259,028

配電設備 614,683 615,419

業務設備 123,016 123,385

その他の電気事業固定資産 9,838 10,010

その他の固定資産 ※1, ※2  301,431 ※1, ※2  298,190

固定資産仮勘定 ※2  234,435 ※2  229,448

建設仮勘定及び除却仮勘定 234,435 229,448

核燃料 261,541 250,845

装荷核燃料 46,606 40,012

加工中等核燃料 214,934 210,833

投資その他の資産 408,924 412,634

長期投資 142,351 130,390

使用済燃料再処理等積立金 97,101 104,739

繰延税金資産 107,613 115,151

その他 62,738 63,210

貸倒引当金（貸方） △880 △857

流動資産 289,211 287,002

現金及び預金 44,401 58,741

受取手形及び売掛金 105,601 116,752

たな卸資産 ※3  84,288 ※3  65,114

繰延税金資産 16,186 15,943

その他 39,945 31,631

貸倒引当金（貸方） △1,211 △1,181

資産合計 4,055,719 4,059,775
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

固定負債 2,413,707 2,408,448

社債 1,086,449 1,066,449

長期借入金 631,354 646,500

退職給付引当金 146,022 150,512

使用済燃料再処理等引当金 351,569 351,972

使用済燃料再処理等準備引当金 11,573 10,853

原子力発電施設解体引当金 149,150 147,529

繰延税金負債 34 28

その他 37,553 34,602

流動負債 560,811 567,114

1年以内に期限到来の固定負債 184,932 175,777

短期借入金 142,956 143,457

支払手形及び買掛金 62,142 67,742

未払税金 11,092 20,082

その他 159,687 160,054

負債合計 2,974,519 2,975,562

純資産の部   

株主資本 1,025,273 1,035,992

資本金 237,304 237,304

資本剰余金 31,139 31,140

利益剰余金 758,818 769,541

自己株式 △1,988 △1,995

評価・換算差額等 38,705 31,054

その他有価証券評価差額金 32,871 28,004

繰延ヘッジ損益 6,709 3,331

為替換算調整勘定 △876 △281

少数株主持分 17,221 17,165

純資産合計 1,081,200 1,084,212

負債純資産合計 4,055,719 4,059,775
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(2) 【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年６月30日まで) 

営業収益 ※1  343,456

電気事業営業収益 314,981

その他事業営業収益 28,475

営業費用 ※1, ※2  334,430

電気事業営業費用 305,835

その他事業営業費用 28,595

営業利益 9,025

営業外収益 2,588

受取配当金 1,092

受取利息 550

その他 945

営業外費用 10,333

支払利息 8,718

持分法による投資損失 83

その他 1,531

四半期経常収益合計 346,044

四半期経常費用合計 344,764

経常利益 1,280

特別利益 5,400

有価証券売却益 5,400

税金等調整前四半期純利益 6,680

法人税、住民税及び事業税 416

法人税等調整額 2,694

法人税等合計 3,111

少数株主利益 91

四半期純利益 3,477
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年６月30日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 6,680

減価償却費 57,628

核燃料減損額 4,406

固定資産除却損 1,558

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,490

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） △402

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（△は減
少）

719

原子力発電施設解体引当金の増減額（△は減少） 1,620

受取利息及び受取配当金 △1,642

支払利息 8,718

持分法による投資損益（△は益） 83

有価証券売却損益（△は益） △5,400

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） 7,637

売上債権の増減額（△は増加） 11,170

たな卸資産の増減額（△は増加） △19,173

仕入債務の増減額（△は減少） △6,177

その他 △26,187

小計 36,750

利息及び配当金の受取額 1,657

利息の支払額 △12,421

法人税等の支払額 △4,267

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,720

投資活動によるキャッシュ・フロー  

固定資産の取得による支出 △78,125

投融資による支出 △1,675

投融資の回収による収入 967

その他 1,152

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,682
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年６月30日まで) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

社債の発行による収入 59,818

社債の償還による支出 △40,000

長期借入れによる収入 15,940

長期借入金の返済による支出 △19,373

短期借入金の純増減額（△は減少） △500

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 39,000

配当金の支払額 △13,379

その他 △58

財務活動によるキャッシュ・フロー 41,447

現金及び現金同等物に係る換算差額 28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,486

現金及び現金同等物の期首残高 58,766

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

46

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  44,326
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 

  

 
  

項目
当第１四半期連結会計期間
(平成20年４月１日から  
 平成20年６月30日まで)

１ 連結の範囲に関する

事項の変更 

 前連結会計年度において連結子会社であった九州ネットワークサービス㈱について

は、当第１四半期連結会計期間において九州通信ネットワーク㈱に吸収合併されたこ

とにより、連結の範囲から除外している。 

 変更後の連結子会社の数 33社 

２ 持分法の適用に関す

る事項の変更 

 日本エフ・アール・ピー㈱、ニシダテクノサービス㈱の２社については、当第１四

半期連結会計期間において株式を新規取得し子会社としたことにより、持分法適用の

非連結子会社としている。前連結会計年度において持分法適用の非連結子会社であっ

た九州住宅保証㈱については、第三者割当増資を行ったことに伴い議決権所有比率が

低下したことにより、当第１四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社としてい

る。また、西日本環境建設㈱は、当第１四半期連結会計期間において西日本環境エネ

ルギー㈱に吸収合併されたことにより、持分法適用の対象から除外している。 

 変更後の持分法適用非連結子会社の数 18社 

 変更後の持分法適用関連会社の数 13社 

３ 会計処理基準に関す

る事項の変更 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

  たな卸資産  

 たな卸資産については、従来、おおむね総平均法による原価法によっていた

が、当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準第９号 平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、おおむね総平均法に

よる原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

により算定している。 

 この変更による損益に与える影響は軽微である。 

(2) 重要なリース取引の処理方法の変更 

  (借主側) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会

計基準第13号 平成19年３月30日改正)及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号 平成19年３月30日改正)が平成20年４月１

日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用し、リース取引開始日が平成20年４月１日以降の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る会計処理によってい

る。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用している。 

 この変更による損益に与える影響は軽微である。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

  (貸主側) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会

計基準第13号 平成19年３月30日改正)及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号 平成19年３月30日改正)が平成20年４月１

日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用し、リース取引開始日が平成20年４月１日以降の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る会計処理によってい

る。 

 この変更による損益に与える影響はない。  

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 固定資産の工事費負担金

等の受入れによる圧縮記

帳額(累計) 

143,509百万円 143,094百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却

累計額 
5,944,684百万円 5,893,175百万円 

※３ たな卸資産 

 商品及び製品 4,309百万円 3,386百万円 

 仕掛品 21,455百万円 16,896百万円 

 原材料及び貯蔵品 58,523百万円 44,832百万円 

 計 84,288百万円 65,114百万円 

４ 偶発債務 

 (1) 保証債務及び保証予約

債務 

九州環境マネジメント

株式会社 

日本政策投資銀行か

らの借入金に対する

連帯保証債務 

35百万円 35百万円 

エレクトリシダ・アギ

ラ・デ・トゥクスパン

社 

㈱みずほコーポレー

ト銀行ほかからの借

入金等に対する保証

債務 

3,058百万円 2,867百万円 

エレクトリシダ・ア

ギラ・デ・トゥクス

パン社とメキシコ電

力庁との売電契約に

基づく契約履行保証

に関する㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行の同電力

庁への支払保証の一

部に対する再保証 

1,074百万円 1,012百万円 
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項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

エレクトリシダ・ソ

ル・デ・トゥクスパン

社 

㈱みずほコーポレー

ト銀行ほかからの借

入金等に対する保証

債務 

859百万円 809百万円 

エレクトリシダ・ソ

ル・デ・トゥクスパ

ン社とメキシコ電力

庁との売電契約に基

づく契約履行保証に

関する㈱みずほコー

ポレート銀行の同電

力庁への支払保証の

一部に対する再保証 

1,074百万円 1,012百万円 

原燃輸送株式会社 

日本政策投資銀行ほ

かからの借入金に対

する保証予約債務 

167百万円 202百万円 

日本原燃株式会社 

社債及び日本政策投

資銀行ほかからの借

入金に対する連帯保

証債務 

105,745百万円 107,402百万円 

株式会社ファーストエ

スコ 

トヨタファイナンス

㈱への割賦代金支払

いに対する保証債務 

2,640百万円 2,701百万円 

従業員 

財形住宅融資等に係

る㈱みずほ銀行ほか

からの借入金に対す

る連帯保証債務 

76,558百万円 76,611百万円 

計 191,212百万円 192,653百万円 
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項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 (2) 社債の債務履行引受契

約に係る偶発債務 

 

 

 

 

第329回社債 30,000百万円 30,000百万円 

第339回社債 40,000百万円 40,000百万円 

計 70,000百万円 70,000百万円 

上記の社債については、金融商品に

関する会計基準での経過措置を適用

した債務履行引受契約を締結してい

る。 

なお、債務の履行引受金融機関及び

当第１四半期連結会計期間末残高は

以下のとおりである。  

 

債務の履行引受
金融機関

当第１四半
期連結会計 
期間末残高 
(百万円)

㈱みずほコーポレ
ート銀行 

70,000

上記の社債については、金融商品に

関する会計基準での経過措置を適用

した債務履行引受契約を締結してい

る。 

なお、債務の履行引受金融機関及び

当連結会計年度末残高は以下のとお

りである。  

 

債務の履行引受 
金融機関

当連結会計
年度末残高 
(百万円)

㈱みずほコーポレ
ート銀行 

70,000
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(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

項目
当第１四半期連結累計期間
(平成20年４月１日から  
 平成20年６月30日まで)

※１ 季節的変動  当社の主たる事業である電気事業
においては、通常の営業形態とし
て、売上高は、夏季及び冬季に需要
が高まることから、第２・４四半期
連結会計期間において大きくなる傾
向にあることや、営業費用は、発電
所の修繕工事の完了時期による影響
を受けることなどから、四半期毎の
業績に変動がある。 

※２ 営業費用の内訳 

   電気事業営業費用の内訳 

区分

電気事業 

営業費用 

(百万円)

電気事業営

業費用のう

ち販売費、

一般管理費

の計 

 (百万円)

人件費 33,260 15,224
(うち退職 
給付引当金 
繰入額) 

(△1,473) (△1,473)

燃料費 74,008 ―
修繕費 41,950 804
賃借料 8,860 5,563
委託費 11,509 5,015
減価償却費 49,024 2,569
購入電力料 36,077 ―
その他 52,867 8,883

小計 307,559 38,061
内部取引の 
消去 

△1,723 ――

合計 305,835 ――
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

項目
当第１四半期連結累計期間
(平成20年４月１日から  
 平成20年６月30日まで)

※１ 現金及び現金同等物の四半

期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成20年６月30日)

 

現金及び預金勘定 44,401百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金 
△626百万円

取得日から３か月以

内に償還期限の到来

する有価証券 

551百万円

現金及び現金同等物 44,326百万円
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項なし。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
  (2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期 

   連結会計期間末後となるもの 
  

     該当事項なし。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 
  

    該当事項なし。 

  

  

株式の種類
当第１四半期連結会計期間末 

株式数(株)

普通株式 474,183,951

株式の種類
当第１四半期連結会計期間末 

株式数(株)

普通株式 1,025,878

決議 株式の種類
 

配当金の総額
 

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会 

普通株式 14,204百万円 利益剰余金 30円 平成20年３月31日 平成20年6月30日

─ 27 ─



(セグメント情報) 

当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで) 

   
(注) １ 事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

  
２ 各区分に属する主要な製品の名称等 

当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで) 

 
  

当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで) 

 当第１四半期連結累計期間における全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えている

ため、その記載を省略している。 

  

当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで) 

 当第１四半期連結累計期間における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略してい

る。 

  

【事業の種類別セグメント情報】

電気事業 
(百万円)

エネルギー
関連事業 
(百万円)

情報通信
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計 
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

(1) 外部顧客に対する売上高 314,981 13,398 12,885 2,191 343,456 － 343,456

(2) セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

506 18,739 7,533 3,708 30,488 (30,488) －

計 315,488 32,137 20,418 5,900 373,944 (30,488) 343,456

営業利益(又は営業損失) 7,928 1,016 (525) 417 8,837 187 9,025

事業区分 主要な製品・事業活動

電気事業 電力供給

エネルギー関連事業 
液化天然ガスの受入・貯蔵・気化及び送出、電気機械器具の製造及び販売、発
電所の建設及び保修工事、コンクリートポールの生産及び販売、発電所の環境
保全関連業務、土木・建築工事の調査及び設計 

情報通信事業 
電気通信回線の提供、電気通信機器製造販売・工事及び保守、情報システム開
発・運用及び保守 

その他の事業 
有価証券の取得・保守及び事業資金の貸付、不動産の管理及び賃貸、用地業務
の受託 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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(１株当たり情報) 

  

１ １株当たり純資産額 

 
(注) 算定上の基礎 

 
 

２ １株当たり四半期純利益 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

   ２ 算定上の基礎 

 
  

該当事項なし。 

  

  

  

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年６月30日)
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 2,248.67円 2,255.17円

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 1,081,200百万円 1,084,212百万円

純資産の部の合計額から控除する金
額 

17,221百万円 17,165百万円

 (うち少数株主持分) (17,221百万円) (17,165百万円)

普通株式に係る四半期連結会計期間
末(連結会計年度末)の純資産額 

1,063,978百万円 1,067,046百万円

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた四半期連結会計期間末(連結会
計年度末)の普通株式の数 

473,158千株 473,155千株

項目
当第１四半期連結累計期間
(平成20年４月１日から 
  平成20年６月30日まで)

１株当たり四半期純利益 7.35円

当第１四半期連結累計期間
(平成20年４月１日から 
  平成20年６月30日まで)

四半期純利益 3,477百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る四半期純利益    3,477百万円

普通株式の期中平均株式数 473,157千株

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成２０年８月１１日

九州電力株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

                           
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

九州電力株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累

計期間(平成２０年４月１日から平成２０年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、九州電力株式会社及び連結子会社の平成２

０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行 
社  員 

公認会計士  伯 川  志 郎   印 

指定社員 
業務執行 
社  員 

公認会計士  内 藤  真 一   印 

指定社員 
業務執行 
社  員   

公認会計士  野 澤   啓    印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管している。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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